
○新見市競争入札参加者の選定に係る準市内業者の取扱要領 

令和８年３月２４日 

告示第４８号 

（目的） 

第１条 この告示は、新見市競争入札参加資格及び審査等に関する要領に基づき、新見市

（以下「市」という。）が行う競争入札に係る参加者を準市内業者として取り扱うに当

たり、必要な要件を明確にすることにより、公平かつ公正に業者の選定を行うことを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、準市内業者とは、新見市競争入札参加資格及び審査等に関す

る要領（令和８年新見市告示第４７号）第２条第１項第６号に規定する者であり、市内

に従たる営業所（以下「支店等」という。）を有する者で、本社から、見積もり、入札

及び請負契約の締結に係る権限の委任を受け、市に法人市民税を納付又は法人設立申告

をしている者をいう。 

（要件） 

第３条 競争入札参加者を準市内業者として取り扱うに当たり必要な要件は、次の各号を

満たすものとする。 

（１） 市の指定する期日までに、支店等所在地等報告書（様式第１号。以下「報告書」

という。）に、次に掲げる書類を添えて提出すること。 

ア 支店等の職員一覧表（様式第２号） 

イ 市発注工事請負に係る営業所専任技術者調書（様式第３号） 

ウ 支店等所在地調査に関する誓約書（様式第４号） 

（２） 支店等において、請負契約の見積もり、入札、契約締結等請負契約の締結に係

る実体的な行為を行い、契約締結ができること。 

（３） 支店等の建物外部又は入り口ドア等に看板を掲出し、独立した事務所として形

態を整えていること。また、併用住宅の場合は、支店の実態を調査の上、総合的に判

断する。 

（４） 支店等に営業活動を行い得る人員配置がされ、かつ責任者が存在し、常駐の職

員（臨時可）を配置していること。 

（５） 支店等に登録業種に係る専任の技術者（建設業法（昭和２４年法律第１００号）

第７条第２項に規定する技術者をいう。）を常駐で配置していること。 

（６） 支店等に常時連絡ができる体制となっていること。 

（７） 支店等に、事務を執り行える器具、備品、複写機、通信機器等が具備されてい

ること。 

（８） 登録業種土木一式工事、とび・土工・コンクリート工事、舗装工事、しゅんせ

つ工事、塗装工事、電気通信工事、水道施設工事については、支店等の従業員が５人

以上（半年以上継続雇用）で、そのうち新見市民（住民票がある者）を３人以上雇用

（半年以上継続雇用）していること。 

２ 支店等が次の各号いずれかに該当する場合は、準市内業者として取り扱わない。 



（１） 支店等に営業活動を行い得る人的配置がなく、かつ配置人員が他の事務所と兼

務となっていて、不在の状態が頻繁である場合 

（２） 支店等の連絡体制が、不在転送電話、単に取り次ぎ、単なる連絡員の配置の場

合 

（３） 事務等を執り行える器具、備品、複写機、通信機器等が、報告書に記載されて

いる数量等と比較し、極端な不足等がある場合 

（実態調査） 

第４条 市長は、報告書に基づき、必要に応じて実態調査を実施する。 

２ 前項の実態調査は、複数名で行い、次に掲げる事項に留意し、厳正な態度で臨むもの

とする。 

（１） 調査項目は報告書に記載された項目とし、当該事項に係る実態を確認すること。 

（２） 報告書の内容を客観的に確認するための調査であることを相手方へ説明するこ

と。 

（３） 専任技術者の常駐について、必ず氏名等を確認すること。 

３ 実態調査の結果、報告書の内容と実態に相違がある場合については、必要な改善指導

を行うとともに、報告を求め、再度実態調査を行う。 

（準市内業者の取扱い） 

第５条 報告書及び実態調査等により、準市内業者としての要件が確認されるまでの間は、

競争入札参加者を準市内業者としては取り扱わないこととする。 

（その他） 

第６条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に準市内業者として取り扱っていた者については、令和９年

５月３１日までは第３条第１項に規定する要件を確認したものとみなす。 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第３条関係） 

 


